


















































た。例えば、2012 年 6 月 27 日には、キャリア教育の専門家である森野和子
氏に、キャリア開発の視点からみた大学における女子教育のありかたについ
て、初瀬隆平本学部客員教授には、本学法学部の設置の理念について、それ
ぞれご講演を頂いている。2013 年 1 月 24 日には、岡野八代同志社大学大学
院グローバルスタディーズ研究科教授による講演会「ジェンダーに関する政



























○日程：2013 年 5 月 14 日（火）、15 日（水）
○訪問先：14 日　女性政策研究院 Korean Women’s Development Institute
○訪問先：14 日　（ソウル市）
○訪問先：14 日　司法研修院 Judicial Research & Training Institute
○訪問先：14 日　（ギョンギドウゴヤン市）
○訪問先：15 日　憲法裁判所 Constitutional Court of Korea（ソウル市）
○訪問先：14 日　梨花女子大学 Ewha Womans University、
○訪問先：14 日　ジェンダー法研究所 Institute for Gender and Law
○訪問先：14 日　（ソウル市）
5 月 14 日（火）の午前中は、女性政策研究院にて、CHOE, Keum Sook
院長、PARK, Seon Young 人権政策センター所長、HWANG, Eui Jeong 研
究員にお目にかかった。同日午後には、司法研修院にて、CHOI, Byong 
Deok 院長、LEE, Soo Young 部長裁判官、PARK, Jinsu 裁判官と懇談の機
会を得た。この日は、KOH, Joo Young 氏に通訳をお願いした。
15 日（水）の午前中は、憲法裁判所を SOH, Eunyoung 研究員にご案内頂
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き、解説もして頂いた。午後は、梨花女子大学、ジェンダー法研究所を訪問し、
SOOK, Jeon Hyo 法学専門大学院院長、CHONG, Hyonmi ジェンダー法研究
所所長、LEE, You Jung 法学専門大学院教授、KIM, Dae In 法学専門大学院











































2007 年 5 月以降、KWDI は男女共同参画社会の実現に特化し、女性政策
シンクタンクとなり、より強力に男女平等を推進することができる女性政策
機関となっている。





















私たち韓国訪問団は、2013 年 5 月 14 日午後、司法研修院（The Judicial 
Research & Training Institute、JRTI）を訪問し、Choi, Byoung-deok 院長、


















である上記 Lee, Soo Young 裁判官と懇談することができた。このセンター






















































































説世界憲法集』　（2010 年第 2版）岡克彦＝執筆 377～395 頁。

























2013 年 5 月 15 日、韓国梨花女子大学の法学専門大学院（日本の制度では
法科大学院に相当）とジェンダー法研究所を訪問し、法学専門大学院長の
JEON, Hyo Sook（全孝淑）先生、ジェンダー法研究所長のCHONG, Hyon- 
Mi 先生、ジェンダー法学担当の LEE, You Jung 先生、行政法担当のKIM, 
Dae In　先生と懇談した。因みに、JEON院長は前韓国憲法裁判所裁判官で




































導力をもって実現したという。1951 年に修士課程（定員 10 名）を設置し、
1956 年に法学修士 5名を送り出し、1964 年には博士課程を設置する。梨大
は女性の法学研究者養成においても極めて重要な役割を果たしたといえる。
1960 年から 1980 年代の軍事政権下においては、まず、大学の廃止、入学
定員の削減等が実施された。梨大も定員が半数近くに削減され、物理学科が
廃止された。1980 年代には政策により再び大学の定員が増加する。1963 年

























うに対応し、法を以下のように整備した。1980 年 CEDAW署名、1985 年男
女雇用機会均等法制定、1999 年男女共同参画社会基本法制定、2001 年 DV
防止法制定。
この間、女性の大学進学率も上昇し、韓国では 1995 年には女子学生の割
合が 3割を超えた。1996 年に梨大は法律学科を法学部として定員を 200 名に
増加した。1999 年度の韓国大学教育評議会による法学分野の大学評価におい


































曹 785 名中 114 名を占め、ソウル大学、高麗大学に次いで 3位である。特に、












梨大の法科大学院は定員 100 名、女性のみ受け入れており、2／3 まで梨
大出身者を受け入れ可能であるが、1／3 は他大学出身者の枠である。新司
法試験合格率は 90%以上である。⑿梨大は法学部教育において、韓国で初め




⑿　新司法試験合格率の全国平均は第 1回が 85%、第 2回が 75%。
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あるとの理解があるようである。⒀
















































































































子大学の法学教育の経験について―」『経済と社会』23 巻 63－69 頁
朴　仁恵　（2004）「韓国の『女性に対する暴力』の問題の制度化と女性運動」



























⒄　椙山正弘「女子大学研究論」『大学論集』第 30 集、1999 年度、93～107 頁、森山由
紀子「女子大学HP学長メッセージに見る、女子大学とジェンダー」『同志社女子大























か増している」。2008 年 7 月にお茶の水、奈良女子、津田塾、東京女子、日本女子の
5大学学長が出席したシンポジウム「21 世紀に生きる女子大学」における発言。「存











アメリカ上位 1000 社の中で、女性の取締役の 3分の 1が女子大学卒業生で、女性議






























（2013 年 5 月鼎談実施）学校法人フェリス女学院ホームページより。http://www.




家族府の創設にもつながったという。KWDI では、100 名の研究員のうち 2
割が男性である。彼らは、一般社会とは異なりマイノリティの立場にある。

















































学技術政策研究所『日本の大学教員の女性比率に関する分析』2012 年 5 月 32 頁。大
学教員に占める女性教員比率の低さについては、自然科学分野について論じられるこ
とが多く、法学部のみの統計を探し出すことはできなかった。
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7．おわりに （手嶋昭子）
今回の韓国訪問を振り返り、若干のコメントを述べさせて頂くことで、最
後の締めくくりとしたい。以下は、研究会全体の総意ではなく、筆者個人の
感想であることをお断りしておく。
今回の調査により、女子大学における法学教育、とりわけジェンダーの視
点に基づくカリキュラムを設置することの社会的重要性を再認識することが
できた。また、梨花女子大学法学専門大学院のスタッフとの懇談では、ジェ
ンダーやフェミニズムの視点をどのように教員間で共有することができる
か、実践的なアドバイスを得ることもでき、大変参考になった。女性政策研
究院、司法研修院における取り組みは、ジェンダーの視点に基づく研究の蓄
積が立法、司法に影響を及ぼす好例として、われわれ女子大法学部教員の今
後の研究の励みとすることができよう。
また、憲法裁判所をはじめとして、いずれの機関においても、その視線は
韓国国内のみならず、世界を向いており、広く世界全体にその活動と存在意
義をアピールすることが強力に志向されていることが、今回の訪問で印象深
かった点の一つである。本学法学部も、世界の動向を見据えた教育方針を考
えていく必要を痛感した。グローバル社会において通用する人材の輩出もま
た、現代における女子大法学部の目指すべき課題ではないだろうか。
今後、具体的なカリキュラムを考えていく上で、解決すべき問題、明確に
すべき課題は多々ある。法と女性FD研究会として、教員全体でさらに議論
を重ね、真摯に取り組んでいきたい。
最後に今回の訪問の実現について、ご協力を頂いた全ての方々に、この場
を借りて、参加者を代表し、御礼申し上げます。ありがとうございました。
